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24 資産のリスク管理に対する検査（香川県水産課） 漁 連 会 館

第３回評議員会 漁 連 会 館

22 信 漁 連 会 館

〃

事業報告書

（第50年度）

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで

Ⅰ　庶務の概要

 　１．主要な庶務事項

5 6 監事監査 漁 連 会 館

年 月 日 事 項 場 所

4 4 1 香川県との委託契約（種苗生産業務）

12 　改正漁業法(資源管理関係)に関する説明会 漁 連 会 館

6 22 寄附金等依頼開始

〃   資産のリスク管理に対する検査（香川県水産課） 〃

12 第１回理事会

27 第１回評議員会 〃

7

水産動植物種苗生産委託業務の検査(香川県水産課) 種 苗 セ ン タ ー

10 5 資産のリスク管理に対する検査（香川県水産課） 漁 連 会 館

14 財政援助団体等の監査事務局予備調査(香川県監査委員事務局） 漁 連 会 館

〃 外郭団体に対する立入検査（香川県水産課）
漁連会館・種苗セン
ター

16
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同　上 網本　昌登 引田漁業協同組合代表理事組合長

同　上 小濱　　博 香川県漁業協同組合連合会代表理事専務

同　上 橋本　　淳 西日本信用漁業協同組合連合会代表理事理事長

同　上 新池　伸司 香川県農政水産部長

同　上 大山　茂樹 さぬき市長

役職名 氏　　名 現　　　　　　　　職

評 議 員 椛島 鉄太郎 農林中央金庫高松支店長

同　上 志摩　重美 多度津町漁業協同組合代表理事組合長 水 産 関 係 団 体

（2）　評議員　　6 名

令和5年3月31日現在

同　上 岩田　英行 伊吹漁業協同組合代表理事組合長 同　上

監　　事 西村　速人 西村会計事務所 専 門 職

同　上 谷澤　一美 下笠居漁業協同組合代表理事組合長 水 産 関 係 団 体

同　上 谷口　　靖 北浦漁業協同組合代表理事組合長 同　上

同　上 中川  昌之 高松市創造都市推進局長 沿 海 市 町

同　上 林　　裕司 丸亀市産業文化部長 同　上

理　　事 桒原　  仁 香川県政策部次長 香 川 県

同　上 石川  恵市 香川県農政水産部次長 同　上

理 事 長 嶋野　勝路 香川県漁業協同組合連合会代表理事会長 水 産 関 係 団 体

専務理事 東原　繁春 香川県水産振興基金専務理事 学 識 経 験

　２．役員等に関する事項

（１）　役　員

理　事　9 名　　　監　事　2 名

令和5年3月31日現在

役職名 氏　　名 現　　　　　　職 選出区分
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11. 29  評議員変更登記 同　　上

8. 17  評議員変更登記 同　　上 評議員辞任 1名

 評議員就任 1名

4. 6. 13  理事変更登記 高 松 法 務 局

年　月　日 事　　項 登　記　先

令和

内　　　容

 理事就任 2名、理事辞任 2名

　４．登記に関する事項

8. 24 変更の届出　（評議員　1名） 同　　上

12. 5 変更の届出　（評議員　1名） 同　　上

28 事業報告書等の提出 同　　上

5. 3. 事業計画書等の提出 同　　上

（　0　）

（　）は契約職員で内数

（　1　） （　0　） （　1　） （　）は嘱託職員で内数

計

10 3 11

（　1　） （　1　） （　0　）

4

（　0　）

（　0　）

（　1　） （　1　）

総 務 科
1 0 1

（　0　） （　0　） （　0　）

4

（　0　）

7 3 8

場 長 1 0 10

0

（　0　）

事 務 局 長 1 0 1 　専務理事（兼務）0

（　）は契約職員で内数

（3）　職　員

前年度末 本年度減少 本年度末 備　　　考本年度増加

4. 6. 23 変更の届出　（理事　2名） 香 川 県 知 事

（　0　）

　３．許可、認可等に関する事項

年　月　日 内　　　　　容 提　出　先

令和

（　）は契約職員で内数

（　1　） （　0　） （　1　） （　）は嘱託職員で内数

生 産 科
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　本年度は、コロナウィルスの影響で各種会議が中止、書面開催となったが、増養殖開発研究開発推進会議、暖水性
海産魚類分科会飲み開催され、職員が出席した。又、クルマエビの飼育、取り上げの情報を得るために、他県機関に
職員を派遣した。

○タケノコメバルの生産について

　本年度は生産途中でややへい死が増えたものの、投餌方法の改善などで概ね順調に生育し、計画を上回る生産、
配布ができた。

○クロメバルの生産について

　他県からの交換種苗を導入して小田育成場で中間育成を行い、計画を上回る生産結果となった。

　②　研　修　等

○ヒラメの生産について

　種苗生産段階でアクアレオウイルス感染が見つかり全数処分となったが、他県種苗生産機関から種苗を譲り受け
て中間育成を行い、計画尾数を上回る生産ができた。

○クルマエビの生産について

　13㎜サイズの生産では、途中へい死で減少したため、幼生を追加で購入、収容し、計画通りの尾数を確保でき
た。
　60㎜サイズの生産では、新たな取り上げ方法の導入や餌量の見直し等で、計画を大きく上回る生産、配付ができ
た。

○キジハタの生産について

　当センター養成親魚からの受精卵で生産ができ、餌料の小型ワムシの培養も好調であったことから、計画を上回
る生産、配布ができた。

キ ジ ハ タ

35 5 5.0 9/9

50 132

ク ル マ エ ビ

13 1,200 1,200.0 5/25

60 1,715 2,244.5 6/28～8/10

計

153.3 8/23～9/22

計 137 158.3

2,915

タ ケ ノ コ メ バ ル 40 57 75.4 4/8～4/18

ク ロ メ バ ル 50 16 20.0 5/18、6/9

１３１,９５１ 千円

3,444.5

魚種別
大きさ
（㎜）

計画尾数
（千尾）

配付尾数
（千尾）

配付時期
（月／日）

ヒ ラ メ 60 364 379.2 5/31～6/1

Ⅱ　事業の概要
　令和４年度の我が国経済は、コロナ禍からの社会経済活動が正常化に進みつつあり、その一方で、世界的なエネル
ギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引き締め等により世界的な景気後退懸念等、我が国経済を取り巻く環境は厳
しさを増している。こうした経済状況の中、政府は総合経済対策を策定し、万全の経済対策を着実に実行しようとし
ている。
　また、本県漁業の状況は、前年度に引き続き、漁獲量の減少、魚価安、海の栄養塩低下並びにコロナウイルス感染
が減少してきているものの、水産物消費の伸び悩み等により厳しい漁業経営が続いています。
　こうした中、公益法人への移行１０年目を迎え、認定を受けた内容に沿った運営に努め、受託事業としての種苗生
産や放流事業等の公益目的事業を中心に、さぬき海の幸販売促進事業やＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金利子補
給事業等の水産振興対策事業、並びに漁協女性部が取り組む天然石けん使用推進活動による水産公害対策事業を引き
続き実施致しました。
　さらに、法律上の制約から移行前の平成24年に払い戻した出資金の復元にも努めました。

総事業費 １４２,９７０ 千円

　香川県における栽培漁業推進の一環として、県から委託を受けて、重要水産動植物の種苗生産とその配付及びこれ
に必要な技術取得研修を行った。

　①　種苗生産計画と実績

　ヒラメ、クルマエビ、キジハタ、タケノコメバル、クロメバルの種苗生産と配付を行った。

１　県 受 託 事 業 （公益目的事業１） １３１,９５１ 千円

(1) 水産動植物種苗生産事業
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　漁協女性部が海を守る運動の一環として取り組んでいる天然石けん等使用運動の一層の普及推進を図るため、県漁
協女性部連合会に対して定額補助をした。

３　水産公害対策事業 （公益目的事業３） ３００ 千円

(1) 天然石けん等使用促進補助事業 ３００ 千円

　県水産振興協会が実施した海浜等の清掃事業に対し、経費の一部を補助した。

(11) その他水産振興対策事業 （その他事業） １０ 千円

　放魚祭が中止となり、水産関係団体のみの負担金を拠出した。

(9) 漁協組織強化対策事業 （その他事業） ０ 千円

　漁業協同組合の合併を支援し事務処理の合理化を促進するため、経理、購買事業のオンラインシステム等の導入経
費の一部を助成するものだが、本年度は合併の計画も実績もなかった。

(10) 海浜清掃補助事業 （その他事業） ２００ 千円

　本県の特産品であるハマチ、ノリ、イリコなどについて、一層のブランド化を図るとともに、販売拡大に向けて取
り組む協議会に対して助成した。

(8) JFマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給補助事業 （その他事業） ８,７００ 千円

　新規事業として、新型コロナウイルス感染症により漁業者等の経営悪化に対応するため、漁業経営の維持や再建を
目的として、この制度資金に基づき貸付（総額20億8,730万円、件数139件）を行った金融機関に対し、0.435％の利子
補給を県漁連・共済組合・漁船保険・共水連から負担金を受け入れて、当基金負担を加え補助した。

(6) 漁業後継者等育成事業 （その他事業） ０ 千円

　全国青年・女性漁業者交流大会への代表者派遣に係る旅費等を予定していたが、行事が中止となり補助はなくなっ
た。

(7) さぬき海の幸販売促進事業 （その他事業） ５００ 千円

　漁業者ねんきん制度を一層普及推進するため、県漁連、県信漁連から負担金を受け入れて、当基金負担を加え、新
規加入者の掛金の一部を補助した。

(4) 海上事故・災害防止事業 （公益目的事業２） ５００ 千円

　県水産振興協会が実施する海上事故や災害の防止と軽減を図る事業に対し、経費の一部を補助した。

(5) 漁業者ねんきん掛金補助事業 （その他事業） ９ 千円

　県水産振興協会が実施したクルマエビ、ヒラメ、キジハタ、タケノコメバル、マダコ等の種苗放流事業に対し、そ
の経費の一部を補助した。

(3) 放流効果実証事業 （公益目的事業１） ２００ 千円

　栽培漁業を推進するため、県水産振興協会が香川県、漁協等と連携して実施したナマコの放流効果実証事業に対
し、その経費の一部を補助した。

(1) 資源管理型漁業推進事業 （公益目的事業１） ２００ 千円

　資源管理型漁業を円滑に推進するため、県漁連が実施する漁業者実践会議、同検討会等の開催事務費に対し補助し
た。

(2) 水産資源維持培養・種苗放流事業 （公益目的事業１） ４００ 千円

２　水産振興対策事業 １０,７１９ 千円
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科　　　目

Ⅰ資産の部

1. 流動資産

現金 0 0 0

普通預金 6,831,628 45,969,560 △ 39,137,932

定期預金 15,284,759 15,284,759 0

未収金 0 0 0

流動資産合計 22,116,387 61,254,319 △ 39,137,932

2. 固定資産

(1)基本財産

定期預金 1,114,175,159 1,101,467,959 12,707,200

投資有価証券 400,000,000 400,000,000 0

基本財産合計 1,514,175,159 1,501,467,959 12,707,200

(2)特定資産

役員退職慰労金引当資産 786,250 683,750 102,500

退職給付引当資産 25,706,311 45,516,411 △ 19,810,100

特定資産合計 26,492,561 46,200,161 △ 19,707,600

(3)その他固定資産

その他固定資産合計 0 0 0

固定資産合計 1,540,667,720 1,547,668,120 △ 7,000,400

資産合計 1,562,784,107 1,608,922,439 △ 46,138,332

Ⅱ負債の部

1. 流動負債

未払金 6,165,787 25,765,728 △ 19,599,941

預り金 665,841 976,491 △ 310,650

流動負債合計 6,831,628 26,742,219 △ 19,910,591

2. 固定負債

役員退職慰労引当金 786,250 683,750 102,500

退職給付引当金 25,706,311 45,516,411 △ 19,810,100

固定負債合計 26,492,561 46,200,161 △ 19,707,600

負債合計 33,324,189 72,942,380 △ 39,618,191

Ⅲ正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 1,514,175,159 1,501,467,959 12,707,200

(うち基本財産への充当額) ( 1,514,175,159 ) ( 1,501,467,959 ) ( 12,707,200 )

2. 一般正味財産

一般正味財産合計 37,176,600 34,512,100 2,664,500

(うち基本財産への充当額) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

(うち特定資産への充当額) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

正味財産合計 1,551,351,759 1,535,980,059 15,371,700

負債及び正味財産合計 1,584,675,948 1,608,922,439 △ 24,246,491

Ⅲ　決算に係る計算書類

１　貸 借 対 照 表

令和5年3月31日現在

（単位：円）

当年度 前年度 増　減
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前年度

6,201

6,201

105

105

119,674

119,674

4,786

4,786

28

28

0

130,794

123,143

119,779

54,224

2,575

7,156

9,835

547

996

21,879

2,438

5

8,688

2,855

356

550

7,468

207

0

3,064

200

400

200

600

3

１　正 味 財 産 増 減 計 算 書（見込み）

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで

（単位：千円）

科　　　目 当年度 増　減

1 基本財産運用益 6,222 21

基本財産受取利息 6,222

Ⅰ一般正味財産増減の部

A　経常収益

3 事業収益 112,113 △ 7,561

水産動植物種苗生産事業 112,113 △ 7,561

2 特定資産運用益 35 △ 70

特定資産受取利息 35

受取負担金 12,006

5 雑収益 28 0

4 受取負担金 12,006 7,220

経常収益計（A） 130,404 △ 390

B　経常費用

受取利息 28

雑収益 0

給料手当 48,355 △ 5,869

退職給付費用 1,662 △ 913

1 事業費 123,166 23

(1) 水産動植物種苗生産事業 112,147 △ 7,632

旅費交通費 549 2

通信運搬費 1,561 565

臨時雇賃金 9,070 1,914

福利厚生費 9,201 △ 634

印刷製本費 14 9

燃料費 7,081 △ 1,607

消耗品費 21,051 △ 828

修繕費 2,800 362

保険料 526 △ 24

租税公課 7,100 △ 368

光熱水料費 2,700 △ 155

賃借料 367 11

委託費 110 △ 97

雑費 0 0

①資源管理型漁業推進事業 200 0

②水産資源維持培養・種苗放流事業 400 0

(2) 水産振興対策事業 10,719 7,655

⑤漁業者ねんきん掛金補助事業 9 6

③放流効果実証事業 200 0

④海上事故・災害防止事業 500 △ 100
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前年度

0

400

851

0

400

10

300

300

6,260

4,308

135

699

174

46

120

38

164

108

0

415

52

1

129,403

C　評価損益等調整前当期経常増減額 C=(A-B) 1,391

D　基本財産評価損益等 0

E　特定資産評価損益等 0

F　投資有価証券評価損益等 0

G　評価損益計 G=(D+E+F) 0

H　当期経常増減額 H=(C+G) 1,391

Ⅰ 経常外収益の部

　　　前期損益修正益 0

　　　　　　　経常外収益計 （I） 0

J　経常外費用の部

　　　前期損益修正損 0

　　　　　　　経常外費用計 (J) 0

K　　当期経常外損益差額 K=(I-J) 0

L　　　　　　他会計振替額 （L)

M　　当期一般正味財産増減額 M=(H+K+L) 1,391

N　　一般正味財産期首残高 （N) 33,122

O　　一般正味財産期末残高 O=(N+M) 34,513

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　　　　一般正味財産からの振替額

　　　　　　一般正味財産への振替額

P　　　　　当期指定正味財産増減額 P 12,943

Q　　　　　指定正味財産期首残高 Q 1,488,525

R　　　　　指定正味財産期末残高 R=(P+Q) 1,501,468

Ⅲ正味財産期末残高 （O+R) 1,535,981

科　　　目 当年度 増　減

⑦さぬき海の幸販売促進事業 500 100

⑧JFマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給補助事業 8,700 7,849

⑥漁業後継者等育成事業 0 0

⑪その他水産振興対策事業 10 0

(3) 水産公害対策事業 300 0

⑨漁協組織強化対策事業 0 0

⑩海浜清掃補助事業 200 △ 200

役員報酬 4,300 △ 8

役員退職給付費用 133 △ 2

①粉石けん等使用促進事業 300 0

2 管理費 6,056 △ 204

旅費交通費 44 △ 2

通信運搬費 125 5

福利厚生費 555 △ 144

会議費 175 1

接待交際費 78 △ 30

支払負担金 0 0

消耗品費 45 7

印刷製本費 174 10

雑費 4 3

経常費用計（B） 129,222 △ 181

賃借料 420 5

租税公課 3 △ 49

1,182 △ 209

0 0

0 0

0 0

0 0

1,182 △ 209

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

1,182 △ 209

12,707 △ 236

1,501,468 12,943

1,514,175 12,707

1,549,869 13,888

34,512 1,390

35,694 1,181
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収
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0
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0
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0
0
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0
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6
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0
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0
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0
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9
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0
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5
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6
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6
1
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5
1
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5
1

2
,8

0
0

2
,8

0
0

1
4

1
4

7
,0

8
1

7
,0

8
1

2
,7

0
0

2
,7

0
0

3
6
7

3
6
7

5
2
6

5
2
6

7
,1

0
0

7
,1

0
0

1
1
0

1
1
0

0
0

8
0
0

5
0
0

0
1
,3

0
0

9
,4

1
9

2
0
0

2
0
0

4
0
0

4
0
0

2
0
0

2
0
0

　
A
　

経
常

収
益

Ⅰ
一

般
正

味
財

産
増

減
の

部

２
　

正
 味

 財
 産

 増
 減

 計
 算

 書
 内

 訳
 表

（
見

込
み

）

令
和

4
年

4
月

1
日

か
ら

令
和

5
年

3
月

3
1
日

ま
で

（
単

位
：

千
円

）

科
　

　
　

目
公

益
目

的
事

業
会

計
法

人
会

計
合

計
水

産
公

害
対

策
（
公

３
）

　
　

2
 
特

定
資

産
運

用
益

0
3
5

　
　

　
　

　
基

本
財

産
受

取
利

息
6
,2

2
2

　
　

1
 
基

本
財

産
運

用
益

0
6
,2

2
2

　
　

　
　

　
水

産
動

植
物

種
苗

生
産

事
業

1
1
2
,1

1
3

3
5

　
　

3
 
事

業
収

益
0

　
　

　
　

　
特

定
資

産
受

取
利

息

1
1
2
,1

1
3

　
　

　
　

　
受

取
利

息
2
8

　
　

5
 
雑

収
益

0
2
8

1
2
,0

0
6

　
　

　
　

　
受

取
負

担
金

　
　

4
 
受

取
負

担
金

0

1
2
,0

0
6

　
　

1
 
事

業
費

3
0
0

1
2
3
,1

6
6

　
B
　

経
常

費
用

0

経
常

収
益

計
（

A
）

0

　
　

　
　

　
雑

収
益

1
3
0
,4

0
4

　
　

　
　

　
　

臨
時

雇
賃

金
9
,0

7
0

　
　

　
　

　
　

退
職

給
付

費
用

1
,6

6
2

1
1
2
,1

4
7

　
　

　
　

　
　

給
料

手
当

　
　

　
(
1
)
 
水

産
動

植
物

種
苗

生
産

事
業

0

4
8
,3

5
5

　
　

　
　

　
　

消
耗

品
費

2
1
,0

5
1

　
　

　
　

　
　

通
信

運
搬

費
1
,5

6
1

9
,2

0
1

　
　

　
　

　
　

旅
費

交
通

費

　
　

　
　

　
　

福
利

厚
生

費

5
4
9

　
　

　
　

　
　

光
熱

水
料

費
2
,7

0
0

　
　

　
　

　
　

燃
料

費
7
,0

8
1

2
,8

0
0

　
　

　
　

　
　

印
刷

製
本

費

　
　

　
　

　
　

修
繕

費

1
4

　
　

　
　

　
　

委
託

費
1
1
0

　
　

　
　

　
　

租
税

公
課

7
,1

0
0

3
6
7

　
　

　
　

　
　

保
険

料

　
　

　
　

　
　

賃
借

料

5
2
6 0

　
　

　
　

　
　

雑
費

4
0
0

　
　

　
　

　
③

放
流

効
果

実
証

事
業

2
0
0

　
　

　
　

　
②

水
産

資
源

維
持

培
養

・
種

苗
放

流
事

業

1
0
,7

1
9

　
　

　
　

　
①

資
源

管
理

型
漁

業
推

進
事

業

　
　

　
(
2
)
 
水

産
振

興
対

策
事

業
0

2
0
0
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収
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受
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0
1
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0
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1
1
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5
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0
1
1
3
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7

9
,4
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6
,0

56

　
C

　
評

価
損

益
等

調
整

前
当

期
経

常
増

減
額

C
=
(A

-
B

)
△

 8
3
4

△
 5

0
0

1
,5

7
2

△
 6

2
4
74

7
70

　
D

　
基

本
財

産
評

価
損

益
等

　
E
　

特
定

資
産

評
価

損
益

等

　
F
　

投
資

有
価

証
券

評
価

損
益

等

　
G

　
評

価
損

益
計

G
=
(D

+
E
+
F
)

0
0

0
0

0
0

　
H

　
当

期
経

常
増

減
額

H
=
(C

+
G

)
△

 8
3
4

△
 5

0
0

1
,5

7
2

△
 6

2
4
74

7
70

　
Ⅰ

 経
常

外
収

益
の

部

　
　

　
　

前
期

損
益

修
正

益
0

0
0

0
0

0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

経
常

外
収

益
計

（
I）

0
0

0
0

0
0

　
J
　

経
常

外
費

用
の

部

　
　

　
　

前
期

損
益

修
正

損
0

0
0

0
0

0
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
経

常
外

費
用

計
(J

)
0

0
0

0
0

0
　

K
　

　
当

期
経

常
外

損
益

差
額

K
=
(I
-
J
)

0
0

0
0

0
0

　
L
　

　
　

　
　

　
　

　
他

会
計

振
替

額
（
L
)

5
5

△
 5

　
M

　
　

当
期

一
般

正
味

財
産

増
減

額
M

=
(H

+
K

+
L
)

△
 8

3
4

△
 5

0
0

1
,5

7
7

△
 5

7
4
69

7
70

　
N

　
　

一
般

正
味

財
産

期
首

残
高

（
N

)
3
4,

5
12

　
O

　
　

一
般

正
味

財
産

期
末

残
高

O
=
(N

+
M

)
△

 8
3
4

△
 5

0
0

1
,5

7
7

△
 5

7
4
69

3
5,

2
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Ⅱ
指

定
正

味
財

産
増

減
の

部

　
　

　
　

　
　

一
般

正
味

財
産

か
ら

の
振

替
額

　
　

　
　

　
　

一
般

正
味

財
産

へ
の

振
替

額

　
P

　
　

　
　

当
期

指
定

正
味

財
産

増
減

額
P

1
2,

7
07

　
Q

　
　

　
　

指
定

正
味

財
産

期
首

残
高

Q
1,

5
0
1,

4
68

　
R

　
　

　
　

指
定

正
味

財
産

期
末

残
高

R
=
(P

+
Q

)
0

0
0

0
0

1,
5
1
4,

1
75

Ⅲ
正

味
財

産
期

末
残

高
（
O

+
R

)
△

 8
3
4

△
 5

0
0

1
,5

7
7

△
 5

7
4
69

1,
5
4
9,

4
57

5
0
0

　
　

　
　

　
⑤

漁
業

者
ね

ん
き

ん
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金
補
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事

業
9

　
　

　
　

　
④

海
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科
　

　
　

目
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益
目

的
事

業
会

計
合

計
水

産
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害
対

策
（
公

３
）

法
人

会
計

　
　

　
　

　
⑨

漁
協

組
織

強
化

対
策

事
業

0

　
　

　
　

　
⑧

J
F
マ

リ
ン

バ
ン

ク
コ

ロ
ナ

対
策

長
期

資
金

利
子

補
給

補
助

事
業

8
,7

0
00

　
　

　
　

　
⑦

さ
ぬ

き
海

の
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販
売

促
進

事
業

　
　

　
　

　
⑥

漁
業

後
継

者
等

育
成

事
業

5
0
0

　
　

　
　

　
①

粉
石

け
ん

等
使

用
促

進
事

業
3
0
0

3
0
0

　
　

　
(3

) 
水

産
公

害
対

策
事

業
3
0
0

3
0
0

2
0
0

　
　

　
　

　
⑪

そ
の

他
水

産
振

興
対

策
事

業

　
　

　
　

　
⑩

海
浜

清
掃

補
助

事
業

1
0

　
　

　
　

　
福

利
厚

生
費

5
5
5

　
　

　
　

　
役

員
退

職
給

付
費

用
1
3
3

6
,0

5
6

　
　

　
　

　
役

員
報

酬

　
　

2
 管

理
費

0

4
,3

0
0

　
　

　
　

　
消

耗
品

費
4
5

　
　

　
　

　
通

信
運

搬
費

1
2
5

1
7
5

　
　

　
　

　
旅

費
交

通
費

　
　

　
　

　
会

議
費

4
4

　
　

　
　

　
　

賃
借

料
4
2
0

　
　

　
　

　
支

払
負

担
金

0

1
7
4

　
　

　
　

　
接

待
交

際
費

　
　

　
　

　
印

刷
製

本
費

7
8

1
,1

8
2 0

△
 3

0
0

経
常

費
用

計
（
B

）
3
0
0

1
2
9
,2

2
23

　
　

　
　

　
雑

費

　
　

　
　

　
租

税
公

課

4

0
00

△
 3

0
0

1
,1

8
2

0

0 0 0 0

0

0

0
0

0

0
0

3
5
,6

9
4

△
 3

0
0

1
,1

8
2

3
4
,5

1
2

△
 3

0
0

1
,5

1
4
,1

7
5

1
,5

4
9
,8

6
9

△
 3

0
00

1
2
,7

0
7

1
,5

0
1
,4

6
8
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1,101,467,959 12,707,200 0 1,114,175,159

0 0 0 0

0 0 0 0

400,000,000 0 0 400,000,000

1,501,467,959 12,707,200 0 1,514,175,159

683,750 132,500 30,000 786,250

45,516,411 1,655,803 21,465,903 25,706,311

46,200,161 1,788,303 21,495,903 26,492,561

1,547,668,120 14,495,503 21,495,903 1,540,667,720

1,114,175,159 1,114,175,159 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

400,000,000 400,000,000 0 －

1,514,175,159 1,514,175,159 0 0

786,250 0 0 786,250

25,706,311 0 0 25,706,311

26,492,561 0 0 26,492,561

1,540,667,720 1,514,175,159 0 26,492,561

(2)引当金の計上基準

(3)リース取引の処理方法

４　財務諸表に対する注記　

１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債権

②その他の有価証券

　役員退職慰労引当金は、役員等退任慰労金支出規程に基づき、期末必要額を計上している。

　退職給付引当金は、栽培種苗センター職員就業規則第45条に基づく退職給付に備えるため、種苗生産事業委
託契約に基づき積立し、期末現在で自己都合退職必要額の100％を計上している。

(4)消費税等の会計処理

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位 ： 円）

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

    信漁連優先出資

小        計

    農林債権

    国債

 基本財産

    定期預金

合        計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    退職給付引当資産

小        計

 特定資産

    役員退職慰労引当資産

（単位 ： 円）

科　　　　目 当期末残高 (
うち指定正味財
産からの充当額

) (
うち一般正味財産

からの充当額
)

満期保有目的の債権は所有していない。

小        計

合        計

    役員退職慰労引当資産

    退職給付引当資産

　リース取引は、通常の賃貸借取引に準じた処理によっている。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式である。

満期保有目的の債権は保有していない。

その他の有価証券は取得価額としている。

４．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

小        計

 特定資産

    国債

    信漁連優先出資

    定期預金

    農林債権

(
うち負債に対応す
る額

)

 基本財産

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
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科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

役員退職慰労引当金 683,750 132,500 30,000

退職給付引当金 45,516,411 1,655,803 21,465,903

合　　　計 46,200,161 1,788,303 21,495,903 26,492,561

786,250

25,706,311

５　付 属 明 細 書

１．基本財産及び特定資産の明細

　　財務諸表に対する注記に記載しているため省略

２．引当金の明細

（単位：円）

当期末残高
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場所・物量等 使用目的等

西日本信漁連本店

114銀行八栗支店

定期預金 西日本信漁連本店

預金合計

定期預金 西日本信漁連本店

優先出資 西日本信漁連本店

基本財産計

役員退職慰労引当資産

退職給付引当資産

特定資産計

管理費（本部）

管理費（種苗センター）

未払金計

役員報酬所得税等（本部）

社会保険料等（種苗センター）

預り金計

６　財　産　目　録

（単位：円）

貸借対照表科目 金額

786,250

400,000,000

流
動
資
産

預
金

普通預金

運転資金として

1,248,801

5,582,827

15,284,759

22,116,387

流動資産計 22,116,387

未収金 0

流動負債計

預
り
金

資　　産　　計 1,582,594,207

固
定
資
産

基
本
財
産

運用益を公共目的事業、その他
事業及び管理費等に充当するた
めの財産として使用している

1,114,175,159

特
定
資
産

1,514,175,159

45,516,411

46,302,661

665,841

6,165,787

6,165,787

西日本信漁連本店定期預金

預り金 令和3年3月分他

固定資産計 1,560,477,820

0

未払金
管理費及び燃料費等の事業費で
今年度に帰属するもの

0

未
払
金

理事、監事、評議員及び職員に
対する退職給付金支払に備えた
もの

665,841

負　　債　　計 33,324,189

正　 味　 財　 産　 計 1,549,270,018

6,831,628

固
定
負
債

役員退職慰労引当金
役員・職員に対するもの

理事、監事、評議員及び職員に
対する退職給付金支払に備えた
もの

786,250

退職給付引当金 25,706,311

固定負債計 26,492,561

流
動
負
債
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Ⅳ 監査報告書

令和４年５月６日

公益財団法人 香川県水産振興基金

理 事 長  嶋 野 勝 路 様

公益財団法人 香川県水産振興基金

監  事   西 村 速 人    ㊞

監  事   志 摩 重 美    ㊞

私たち監事は、令和３年４月１日から令和４年３月 31 日までの事業年度の理事の職務

の執行を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。

１ 監査の方法及びその内容

  各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。

  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討

いたしました。さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に

係る計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその附属明細書並びに財産目

録について検討しました。

２ 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

   ア 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当基金の状況を正しく

示しているものと認めます。

   イ 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果

     計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、当基金の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に示しているものと認めます。
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  Ⅴ　参考資料
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科　　　　目
内部
取引
消去

Ⅰ資産の部

1. 流動資産

現金 0 0 0

普通預金 0 6,831,628 6,831,628

定期預金 15,284,759 0 15,284,759

未収金 0 0 0

流動資産合計 15,284,759 6,831,628 22,116,387

2. 固定資産

(1)基本財産

定期預金 1,114,175,159 1,114,175,159

投資有価証券 400,000,000 400,000,000

基本財産合計 1,514,175,159 0 1,514,175,159

(2)特定資産

役員退職慰労金引当資産 786,250 786,250

退職給付引当資産 25,706,311 25,706,311

特定資産合計 786,250 25,706,311 26,492,561

(3)その他固定資産

その他固定資産合計 0 0 0

固定資産合計 1,514,961,409 25,706,311 1,540,667,720

資産合計 1,530,246,168 32,537,939 1,562,784,107

Ⅱ負債の部

1. 流動負債

未払金 0 6,165,787 6,165,787

預り金 0 665,841 665,841

流動負債合計 0 6,831,628 6,831,628

2. 固定負債

役員退職慰労引当金 786,250 786,250

退職給付引当金 25,706,311 25,706,311

固定負債合計 786,250 25,706,311 26,492,561

負債合計 786,250 32,537,939 33,324,189

Ⅲ正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 1,514,175,159 0 1,514,175,159

(うち基本財産への充当額) ( 1,514,175,159 ) ( 0 ) ( 1,514,175,159 )

2. 一般正味財産

一般正味財産合計 37,176,600 0 37,176,600

(うち基本財産への充当額) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

(うち特定資産への充当額) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

正味財産合計 1,551,351,759 0 1,551,351,759

負債及び正味財産合計 1,552,138,009 32,537,939 1,584,675,948

１　貸 借 対 照 表 総 括 表

令和5年3月31日現在

（単位：円）

基金本部 栽培種苗センター 合計
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栽培種苗センター
内部取引

消去

34

34

112,113

112,113

0

0

0

112,147

112,147

112,147

48,355

1,662

9,070

9,201

549

1,561

21,051

2,800

14

7,081

2,700

367

526

7,100

110

0

３ 正 味 財 産 増 減 計 算 書 総 括 表（見込み）

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで
（単位：千円）

科　　　目 基金本部 合計

3 事業収益 112,113

基本財産受取利息 6,222 6,222

Ⅰ一般正味財産増減の部

2 特定資産運用益 1

A　経常収益

1 基本財産運用益 6,222 6,222

水産動植物種苗生産事業 112,113

35

特定資産受取利息 1 35

受取負担金 12,006 12,006

5 雑収益 28 28

4 受取負担金 12,006 12,006

経常収益計（A） 18,257 130,404

B　経常費用

受取利息 28 28

雑収益 0 0

給料手当 48,355

退職給付費用 1,662

1 事業費 11,019 123,166

(1) 水産動植物種苗生産事業 112,147

旅費交通費 549

通信運搬費 1,561

臨時雇賃金 9,070

福利厚生費 9,201

燃料費 7,081

光熱水料費 2,700

消耗品費 21,051

修繕費 2,800

印刷製本費 14

7,100

委託費 110

賃借料 367

保険料 526

租税公課

雑費 0

②水産資源維持培養・種苗放流事業 400 400

③放流効果実証事業 200 200

(2) 水産振興対策事業 10,719 10,719

①資源管理型漁業推進事業 200 200

④海上事故・災害防止事業 500 500

⑤漁業者ねんきん掛金補助事業 9 9
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栽培種苗センター
内部取引

消去

112,147

C　評価損益等調整前当期経常増減額 C=(A-B) 0

D　基本財産評価損益等

E　特定資産評価損益等

F　投資有価証券評価損益等

G　評価損益計 G=(D+E+F) 0

H　当期経常増減額 H=(C+G) 0

Ⅰ 経常外収益の部

　　　前期損益修正益 0

　　　　　　　経常外収益計 （I） 0

J　経常外費用の部

　　　前期損益修正損 0

　　　　　　　経常外費用計 (J) 0

K　　当期経常外損益差額 K=(I-J) 0

L　　　　　　他会計振替額 （L)

M　　当期一般正味財産増減額 M=(H+K+L) 0

N　　一般正味財産期首残高 （N) 0

O　　一般正味財産期末残高 O=(N+M) 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　　　　一般正味財産からの振替額

　　　　　　一般正味財産への振替額

P　　　　　当期指定正味財産増減額 P

Q　　　　　指定正味財産期首残高 Q

R　　　　　指定正味財産期末残高 R=(P+Q) 0

Ⅲ正味財産期末残高 （O+R) 0

科　　　目 基金本部 合計

⑧JFマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給補助事業 8,700 8,700

⑨漁協組織強化対策事業 0 0

⑥漁業後継者等育成事業 0 0

⑦さぬき海の幸販売促進事業 500 500

(3) 水産公害対策事業 300 300

①粉石けん等使用促進事業 300 300

⑩海浜清掃補助事業 200 200

⑪その他水産振興対策事業 10 10

役員退職給付費用 133 133

福利厚生費 555 555

2 管理費 6,056 6,056

役員報酬 4,300 4,300

通信運搬費 125 125

消耗品費 45 45

会議費 175 175

旅費交通費 44 44

支払負担金 0 0

賃借料 420 420

印刷製本費 174 174

接待交際費 78 78

経常費用計（B） 17,075 129,222

1,182 1,182

租税公課 3 3

雑費 4 4

1,182 1,182

0

0 0

0

0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

34,512 34,512

35,694 35,694

0

1,182 1,182

1,549,869 1,549,869

1,501,468 1,501,468

1,514,175 1,514,175

12,707 12,707
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決算額 増減（△減） 備考

0 △ 6,222,000

0 △ 6,222,000

112,360,191 △ 899,809

112,360,191 △ 899,809

12,006,000 △ 14,000

12,006,000 △ 14,000

27,803 △ 197

27,803 △ 197

0 0

124,393,994 △ 7,136,006

141,407,094 18,095,094

132,198,094 20,366,094

46,388,422 223,422

21,465,903 21,465,903

8,960,899 △ 171,101

9,099,071 15,071

391,093 △ 157,907

1,549,428 91,428

21,463,131 △ 551,869

3,147,054 △ 64,946

11,534 △ 2,466

9,409,717 441,717

2,780,866 47,866

339,144 △ 31,856

479,912 △ 220,088

6,579,700 △ 711,300

132,220 △ 7,780

0 0

8,909,000 △ 2,271,000

0 △ 200,000

0 △ 400,000

0 △ 200,000

0 △ 500,000

9,000 △ 21,000

0 △ 100,000

0 △ 500,000

8,700,000 0

0 0

200,000 0

0 △ 350,000

３　収 支 計 算 書 

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで

（単位：円）

科　　　目 予算額

1　基本財産運用収入 6,222,000

基本財産利息収入 6,222,000

Ⅰ　事業活動収支の部

A　事業活動収入

3　負担金収入 12,020,000

2　事業収入 113,260,000

水産動植物種苗生産事業収入 113,260,000

受取利息収入 28,000

雑収入 0

負担金収入 12,020,000

4　雑収入 28,000

1　事業費支出 123,312,000

(1) 水産動植物種苗生産事業 111,832,000

事業活動収入計　　　　（1＋2＋3＋4） 131,530,000

B　事業活動支出

臨時雇賃金支出 9,132,000

福利厚生費支出 9,084,000

給料手当支出 46,165,000

退職給付支出 0

消耗品費支出 22,015,000

修繕費支出 3,212,000

旅費交通費支出 549,000

通信運搬費支出 1,458,000

光熱水料費支出 2,733,000

賃借料支出 371,000

印刷製本費支出 14,000

燃料費支出 8,968,000

委託費支出 140,000

雑支出 0

保険料支出 700,000

租税公課支出 7,291,000

(2) 水産振興対策事業 11,180,000

③放流効果実証事業 200,000

④海上事故・災害防止事業 500,000

①資源管理型漁業推進事業 200,000

②水産資源維持培養・種苗放流事業 400,000

⑥漁業後継者等育成事業 100,000

⑦さぬき海の幸販売促進事業 500,000

⑤漁業者ねんきん掛金補助事業 30,000

⑩海浜清掃補助事業 200,000

⑪その他水産振興対策事業 350,000

⑧JFマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給補助事業 8,700,000

⑨漁協組織強化対策事業 0
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決算額 増減（△減） 備考

300,000 0

300,000 0

30,000 △ 6,474,000

0 △ 4,410,000

30,000 30,000

0 △ 650,000

0 △ 194,000

0 △ 150,000

0 △ 150,000

0 △ 50,000

0 △ 160,000

0 △ 110,000

0 △ 100,000

0 △ 450,000

0 △ 50,000

0 △ 30,000

事業活動支出計　　　　　　　　　　 （1＋2） 141,437,094 11,621,094

C　事業活動収支差額　　　　　　　　　　（A－B） △ 17,043,100 △ 18,757,100

0 0

0 0

0 0

21,495,903 21,495,903

30,000 30,000

21,465,903 21,465,903

投資活動収入計　　　　　　　　　　 （1＋2） 21,495,903 21,495,903

0 0

0 0

0 0

1,788,303 225,303

132,500 △ 2,500

1,655,803 227,803

投資活動支出計　　　　　　　　　　 （1＋2） 1,788,303 225,303

F　投資活動収支差額　　　　　　　　　　（D－E） 19,707,600 21,270,600

Ⅲ　財務活動収支の部

G　財務活動収入　　　　　　　　　

財務活動収入計　　　　　　　　　　 0 0

H　財務活動支出　　　　　　　　　

財務活動支出計　　　　　　　　　　 0 0

I　財務活動収支差額　　　　　　　　　　 （G－H） 0 0

Ⅳ　予備費支出 0 0

J　当期収支差額　　　　　　　　　　 2,664,500 2,513,500

K　前期繰越収支差額　　　　　　　　　　 34,512,100 100

L　次期繰越収支差額　　　　　　　　　　 （J＋K） 37,176,600 2,513,600

①粉石けん等使用促進事業 300,000

2　管理費支出 6,504,000

科　　　目 予算額

(3) 水産公害対策事業 300,000

福利厚生費支出 650,000

会議費支出 194,000

役員報酬支出 4,410,000

役員退職慰労金支出 0

消耗品費支出 50,000

印刷製本費支出 160,000

旅費交通費支出 150,000

通信運搬費支出 150,000

賃借料支出 450,000

租税公課支出 50,000

接待交際費支出 110,000

支払負担金支出 100,000

雑支出 30,000

129,816,000

D　投資活動収入

１　基本財産取崩収入 0

1,714,000

Ⅱ　投資活動収支の部

２　特定資産取崩収入 0

役員退職慰労引当資産取崩収入 0

基本財産定期預金取崩収入 0

投資有価証券売却収入 0

退職給付引当資産取崩収入 0

0

１　基本財産取得支出 0

基本財産定期預金取得支出 0

E　投資活動支出

役員退職慰労引当資産取得支出 135,000

退職給付引当資産取得支出 1,428,000

投資有価証券取得支出 0

２　特定資産取得支出 1,563,000

0

34,663,000

151,000

34,512,000

1,563,000

△ 1,563,000

0

0

0
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栽培種苗センター
内部取
引消去

0

112,360,191

112,360,191

0

0

27,803

27,803

0

112,387,994

132,198,094

132,198,094

46,388,422

21,465,903

8,960,899

9,099,071

391,093

1,549,428

21,463,131

3,147,054

11,534

9,409,717

2,780,866

339,144

479,912

6,579,700

132,220

0

４　収支計算書総括表 

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで

（単位：円）

科　　　目 基金本部 合　　計

1　基本財産運用収入 0 0

基本財産利息収入 0 0

Ⅰ　事業活動収支の部

A　事業活動収入

3　負担金収入 12,006,000 12,006,000

2　事業収入 112,360,191

水産動植物種苗生産事業収入 112,360,191

受取利息収入 0 27,803

雑収入 0 0

負担金収入 12,006,000 12,006,000

4　雑収入 0 27,803

1　事業費支出 9,209,000 141,407,094

(1) 水産動植物種苗生産事業 132,198,094

事業活動収入計　　　　（1＋2＋3＋4） 12,006,000 124,393,994

B　事業活動支出

臨時雇賃金支出 8,960,899

福利厚生費支出 9,099,071

給料手当支出 46,388,422

退職給付支出 21,465,903

消耗品費支出 21,463,131

修繕費支出 3,147,054

旅費交通費支出 391,093

通信運搬費支出 1,549,428

光熱水料費支出 2,780,866

賃借料支出 339,144

印刷製本費支出 11,534

燃料費支出 9,409,717

委託費支出 132,220

雑支出 0

保険料支出 479,912

租税公課支出 6,579,700

(2) 水産振興対策事業 8,909,000 8,909,000

③放流効果実証事業 0 0

④海上事故・災害防止事業 0 0

①資源管理型漁業推進事業 0 0

②水産資源維持培養・種苗放流事業 0 0

⑥漁業後継者等育成事業 0 0

⑦さぬき海の幸販売促進事業 0 0

⑤漁業者ねんきん掛金補助事業 9,000 9,000

⑩海浜清掃補助事業 200,000 200,000

⑪その他水産振興対策事業 0 0

⑧JFマリンバンクコロナ対策長期資金利子補給補助事業 8,700,000 8,700,000

⑨漁協組織強化対策事業 0 0
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栽培種苗センター
内部取
引消去

事業活動支出計　　　　　　　　　　（1＋2） 132,198,094

C　事業活動収支差額　　　　　　　　　　（A－B） △ 19,810,100

0

0

0

21,465,903

0

21,465,903

投資活動収入計　　　　　　　　　　（1＋2） 21,465,903

0

0

0

1,655,803

0

1,655,803

投資活動支出計　　　　　　　　　　（1＋2） 1,655,803

F　投資活動収支差額　　　　　　　　　　（D－E） 19,810,100

Ⅲ　財務活動収支の部

G　財務活動収入　　　　　　　　　

財務活動収入計　　　　　　　　　　 0

H　財務活動支出　　　　　　　　　

財務活動支出計　　　　　　　　　　 0

I　財務活動収支差額　　　　　　　　　　（G－H） 0

Ⅳ　予備費支出 0

J　当期収支差額　　　　　　　　　　 0

K　前期繰越収支差額　　　　　　　　　　 0

L　次期繰越収支差額　　　　　　　　　　（J＋K） 0

①粉石けん等使用促進事業 300,000 300,000

2　管理費支出 30,000 30,000

科　　　目 基金本部 合　　計

(3) 水産公害対策事業 300,000 300,000

福利厚生費支出 0 0

会議費支出 0 0

役員報酬支出 0 0

役員退職慰労金支出 30,000 30,000

消耗品費支出 0 0

印刷製本費支出 0 0

旅費交通費支出 0 0

通信運搬費支出 0 0

賃借料支出 0 0

租税公課支出 0 0

接待交際費支出 0 0

支払負担金支出 0 0

雑支出 0 0

9,239,000 141,437,094

D　投資活動収入

１　基本財産取崩収入 0 0

2,767,000 △ 17,043,100

Ⅱ　投資活動収支の部

２　特定資産取崩収入 30,000 21,495,903

役員退職慰労引当資産取崩収入 30,000 30,000

基本財産定期預金取崩収入 0 0

投資有価証券売却収入 0 0

退職給付引当資産取崩収入 0 21,465,903

30,000 21,495,903

１　基本財産取得支出 0 0

基本財産定期預金取得支出 0 0

E　投資活動支出

役員退職慰労引当資産取得支出 132,500 132,500

退職給付引当資産取得支出 0 1,655,803

投資有価証券取得支出 0 0

２　特定資産取得支出 132,500 1,788,303

132,500 1,788,303

△ 102,500 19,707,600

0 0

0 0

0 0

0 0

37,176,600 37,176,600

2,664,500 2,664,500

34,512,100 34,512,100
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科　　　　　　　　目 前 期 末 残 高

現金預金 61,254,319

未収金 0

合　　　　計 61,254,319

未払金 25,765,728

預り金 976,491

合　　　　計 26,742,219

次期繰越収支差額 34,512,100

５　収支計算書に対する注記

１．資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金及び預り金を含めている。

なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２．次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

0

22,116,387

当 期 末 残 高

22,116,387

（単位：円）

6,831,628

15,284,759

6,165,787

665,841
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    予算額は、令和4年2月補正予算額(当初予算額 ¥119,650,000)

収　入　の　部 （単位：千円）

科　　　　　　目 予算額 決算見込み額 増減（△減） 備　考

４　県受託事業収支決算見込み明細書

（収支計算書）

令和4年4月1日から 令和5年3月31日まで

栽培種苗センター

１．受託事業及び預金利息

１．事 業 活 動 収 入 113,260 112,147 △ 1,113

(1)　事 業 収 入

113,260 112,113 △ 1,147

水 産 動 植 物
種 苗 生 産 事 業

113,260 112,113 △ 1,147

県 受 託 事 業 収 入

(2)　雑収入 0 34 34

預 金 利 息 0 34 34

そ の 他 0 0 0

２．投資活動収入 0 21,466 21,466

退 職 給 付 引 当 資 産
取 崩 収 入

0 21,466 21,466

前期繰越収支差額 0 0 0

当 期 収 入 合 計 （A） 113,260 133,613 20,353

支　出　の　部 （単位：千円）

科　　　　　　目 予算額 決算見込み額 増減（△減） 備　考

収　入　合　計 （B） 113,260 133,613 20,353

１．事 業 活 動 支 出 111,832 131,951 20,119

事 業 費 支 出

県 受 託 事 業 111,832 131,951 20,119

水 産 動 植 物
種 苗 生 産 事 業

111,832 131,951 20,119

２．投資活動支出 1,428 1,662 234

当 期 収 支 差 額 （A）-（C） 0 0 0

退 職 給 付 引 当 資 産
取 得 支 出

1,428 1,662 234

当 期 支 出 合 計 （C） 113,260 133,613 20,353

次期繰越収支差額 （B）-（C） 0 0 0
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

２．事業別支出明細

(1)水産動植物種苗生産事業支出 （単位：千円）

科　　　　　　目 予算額 決算見込み額 増減（△減） 備　考

 １．事  業  費

給料支出 28,173 29,702 1,529

手当支出 17,992 18,653 661

共済費支出 8,962 9,081 119

臨時雇賃金支出 9,132 9,070 △ 62

旅費交通費支出 449 449 0

消耗品費支出 2,358 2,443 85

親魚及び種苗費支出 5,603 5,615 12

燃料費支出 8,968 7,081 △ 1,887

肥飼料費支出 13,759 12,698 △ 1,061

修繕費支出 3,212 2,800 △ 412

光熱水料費支出 2,733 2,700 △ 33

事務用消耗品支出 295 295 0

印刷製本費支出 14 14 0

役務費支出 2,669 2,564 △ 105

研修費支出 100 100 0

福利厚生費支出 122 120 △ 2

諸税等負担金支出 115 115 0

 ２．退職給付引当金

項　　　　　目 予算額 決算見込み額 増減（△減） 備　考

消費税及び地方消費税支出 7,176 6,985 △ 191

合　　　　計 111,832 110,485 △ 1,347

前年度末引当金 45,517 45,517 0

本年度取崩額 0 21,466 21,466

本年度繰入額 2,283 1,662 △ 621

（県受託事業収入） 2,283 1,628 △ 655

（預金利息） 0 34 34

本年度末引当金 47,800 25,713 △ 22,087
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